
Ⅰ．はじめに 

 

 2006年12月，第61回国際連合総会において「障害者の権利に関する条約」（Convention on the Rights 

of Persons with Disabilities：以下，CRPD とする）が採択され，2008 年５月に発効した。日本は同条

約に 2007 年 9 月に署名し 2014 年 1 月に批准した。この CRPD の第 24 条は教育に関するものであり，

「インクルーシブ教育」（inclusive education：以下，IE とする）の実現を求めるものとなっている。 

 この IE に関して，中央教育審議会初等中等教育分科会の報告(文部科学省, 2012)6)では，「インクルー

シブ教育システム」の定義として，人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等

を可能な最大限度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とする目的の下，障害のあ

る者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり（以下，省略）」と説明している。その実現には，基礎的

環境整備の推進や合理的配慮の提供など，早急に様々な課題を解決していくことが必要である。 

 ところで，Sharma, Loreman, & Forlin(2012)9)は Bandura(1997)1)の自己効力感の理論を援用して，

IE の実践に対する教員の効力感について言及している。すなわち，IE の実践について高い効力感を有

する教員は，特別な教育的支援を必要する生徒も通常の学級において効果的に学ぶことができると信じ

ているが，低い効力感を有する教員は，そのような生徒が通常の学級で学べるためにできることはほと

んどないと考えており，したがって，IE の実践に取り掛かろうとしないかもしれないと述べている。 

 IE の実践において教員の効力感が重要であることはいくつかの先行研究においても示されている。例

えば，Soodak, Podell, & Lehman(1998)12)は，教員の効力感が IE に対する教員の態度を最も強く予測

し，通常の学級に特別な教育的支援を必要とする生徒を含めることに対して，効力感の低い教員が拒否

的であったことを示している。その他，国外においては IE の実践に対する教員の効力感に関する研究

が進められており(例えば，Forlin, Earle, Loreman, & Sharma, 2011; Park, Dimitrov, Das, & Gichuru, 

2016; Sokal & Sharma, 2014) 3) 8)11)，その重要性が認識されている。 

 一方，国内における IE の実践に対する教員の効力感についての研究は開始されたばかりである。現

状では，Forlin・川合・落合・蘆田・樋口（2014）4)，髙橋・五十嵐・鶴巻（2014）13)，吉利（2014）

14)などがあるが，その数は少なく今後の研究蓄積が必要な状況である。 

 ところで，IE の実践に対する教員の効力感の測定には，教員の一般的（全般的）な効力感よりも，IE

の実践に焦点を当てた効力感を測定する尺度を利用することが望ましいと考えられる。なぜなら，教員

の効力感はその置かれた文脈や任務に特化したものと考えられるためである(Bandura,1997; Chan, 

2008)1)2)。仮に IE の実践がすでに多くの教員にとって経験済みのことであれば，一般的な効力感と IE

の実践に対する効力感の相関は高くなることが予想できるかもしれない。しかし，国内の現状では，多

くの教員にとって IE の実践は正に「これから」の課題であるため，一般的な効力感から IE の実践に対

する効力感を予測することは難しいと考えられる。 



 IE の実践に対する効力感を測定する尺度として多くの研究で利用されているのが，Sharma et al. 

(2012)9)の Teacher Efficacy for Inclusive Practices Scale（以下，TEIP とする）である。この TEIP は

「インクルーシブ学習指導（efficacy in using inclusive instruction）」，「行動マネージング（efficacy in 

managing behavior）」および「協働（efficacy in collaboration）」の３下位尺度で構成されている。イ

ンクルーシブ学習指導尺度は，インクルージョンを促進するような学習指導方法に関する教員の効力感

を測定するものである。行動マネージング尺度は，児童生徒の破壊的な，あるいは，規律を乱すような

行動（disruptive behaviours）への対応に関する教員の効力感を測定するものである。協働尺度は，児

童生徒の保護者や他の専門家との連携に関する教員の効力感を測定するものである。いずれの下位尺度

も６項目からなり尺度全体では 18 項目となっている。それぞれの項目内容ついて６件法で評定するも

のである。Sharma et al. (2012)9)によれば，信頼性係数は，インクルーシブ学習指導尺度がα=.93，行

動マネージング尺度がα=.85，協働尺度がα=.85，尺度全体がα=.89 となっている。 

 上記の国内における IE の実践に対する教員の効力感に関する先行研究も全てこの TEIP を日本語化

した尺度を用いたものである。しかし，そのほとんどが，主にその研究内での利用を目的として作成さ

れたものと思われ，その日本語化の手続きおよびその日本語化した尺度の心理統計学的特性については

十分に言及されているとは言い難い。今後，国内における IE の実践に対する教員の効力感について精

緻な検討を行っていくためには，それに用いる尺度についても十分に検討していくことが必要であろう。 

 上記を踏まえ，本研究では，IE の実践に対する教員の効力感の測定に使用し得る TEIP 日本語版の作

成に向けて，TEIP を日本語化し，心理統計学的な観点から基礎的な検討を行うこととする。 

 

Ⅱ．方法 

 

１．項目の日本語化 

 TEIP の原著者に日本語版作成の許可を得た上で尺度項目の和訳を行った。その際，訳語の選定が一

意に決定し難い場合や，日本の教育環境の文脈において直訳することが最適とは考えにくい場合には，

適宜原著者に確認を取った。結果的に，原著者の許可を得て，以下の２項目について一部変更すること

とした。１つ目は項目番号 12 であり，“itinerant teachers”を「巡回相談員」，“speech pathologists”

を「スクールカウンセラー」に置き換えることとした。２つ目は項目番号 15 であり，“portfolio 

assessment, modified tests, performance-based assessment, etc.”を削除する（訳出しない）ことと

した。次に英語圏での長期居住経験があり英語が堪能な心理学専門の大学教員１名と検討し，必要な修

正を行った。続けて，バックトランスレーションとして，その和訳した尺度項目について専門の翻訳家

１名に英訳を依頼し，その後，英語と日本語のバイリンガル１名によるクロスチェックを受けた。最後

にバックトランスレーションを経た尺度項目について原著者から原版との等価性について確認を得た。



以上の手続きによって日本語化した項目を Table 1 に示す。 

 

Table 1 各項目得点の基礎統計量 

 
注）インクルーシブ学習指導尺度の項目番号は，5，6，10，14，15，18，行動マネージング尺度の

項目番号は，1，2，7，8，11，17，協働尺度の項目番号は，3，4，9，12，13，16 である。n = 435 

 

２．調査 

(1) 調査協力者と調査時期 

第１著者が講師を務めた研修会等に参加した教員およびその教員が勤務する学校の教員に調査協力

を依頼した。有効回答数は計 435 名（小学校教員 157 名，中学校教員 105 名，高等学校教員 96 名，中

等教育学校 39 名，特別支援学校教員 32 人，校種不明６名）であった。調査は，2015 年８月から 2015

年 12 月の間に実施した。 

(2) 質問紙 

 TEIP を上記の手続きによって日本語化したものを使用した。 

(3) 倫理的配慮 

調査は，研修会等の主催者または教員の勤務する校長の許可を得て実施した。また，各調査協力者に

対しては，調査目的に加えて，調査は無記名で行われること，回答内容による不利益は一切ないこと，

調査協力は任意であることを説明した上で実施した。 



Ⅲ．結果 

 

１．各項目得点の基礎統計量 

 各項目得点の基礎統計量は Table 1 に示したようになった。天井効果および床効果は見られなかった。 

 

２．各尺度得点の基礎統計量および信頼性係数 

 各尺度得点の基礎統計量および信頼性係数は Table 2 に示したようになった。いずれの尺度において

も信頼性係数は高く，内的整合性は十分であることが示された。 

Table 2 各尺度得点の基礎統計量および信頼性係数 

 
注）n = 435 

 

３．各尺度得点間の相関 

 各尺度得点間の相関を求めたところ Table 3 に示したようになった。0.1%水準で有意かつ中程度また

は強い相関があった。 

Table 3 各尺度得点間の相関 

 
注）n = 435，***p ＜ .001 

 

４．各尺度得点分布の正規性 

 各尺度得点分布について正規性を検討するため，Shapiro-Wilk の有意確率および歪度，尖度を求めた

ところ，いずれにおいても正規分布とはいえない結果となった（Table 4）。引き続き，本調査における

調査協力者数が尺度作成としては大規模とはいい難い点を考慮し，ブートストラップ法により歪度およ

び尖度について 95％信頼区間を求めたところ，いずれも 0 を含まない結果となり（Table 4），この結果

が比較的安定した結果であることが示唆された。 

 

 

 



Table 4 各尺度得点分布の正規性 

 
注）[   ] は 95%信頼区間。 

 

５．因子間の関係 

 原版の３因子構造が再現されるかどうかを確認するために３因子に相関を仮定した「３因子間相関モ

デル」（Fig.1）を設定し，確証的因子分析を行った。なお，Sharma et al. (2012）9)の原版作成時の探

索的因子分析ではバリマックス回転が採用されているが，本研究では，各尺度得点間の相関（Table 3）

を考慮して各因子間に相関を設定することとした。確証的因子分析の結果，全ての因子間相関および負

荷量は 0.1%水準で有意となった。適合度については，CFI=.835，GFI=.811，AGFI=.755，RMSEA=.115

となり，十分な値とはいえない結果となった。 

 

Fig．1 ３因子間相関モデル 

注）観測変数は下位尺度ごとにまとめて示した。誤差変数は省略した。 

 そのため，Park et al. (2016)8)によって３因子間分析モデルよりも適合度が良いことが報告されてい

る「２層の階層因子分析モデル」（Fig.2）を設定し，同様に確証的因子分析を行うこととした。このモ

デルは，第１層に３下位尺度に対応するグループ因子（下位尺度ごとの各項目得点を観測変数とするも

の），第２層に一般因子（尺全体の項目得点を観測変数とするもの）を仮定したものである。このモデ

ルで確証的因子分析を行ったところ，一部の誤差分散が負の値になった。これは Heywood Case が生じ



た結果と考えられたため，その誤差分散を０に固定した上で再度確証的因子分析を行った（室橋，2003）

7)。その結果，一般因子の負荷量は全て 0.1%水準で有意となったが，グループ因子の負荷量の一部は５%

水準で有意ではなかった。最後に負荷量が有意なもののみを残して再度確証的因子分析を行ったところ

（Fig.3），適合度は，CFI=.936，GFI=.896，AGFI=.855，RMSEA=.075 となり，３因子間相関モデル

よりも改善がみられたものの CFI 以外については十分とはいいがたい値に留まった。 

 
Fig．2 ２層の階層因子分析モデル 

注）観測変数は下位尺度ごとにまとめて示した。誤差変数は省略した。 

 

Fig．3 ２層の階層因子分析モデル（負荷量が有意ではないものを削除したもの） 

注）観測変数は下位尺度ごとにまとめて示した。誤差変数は省略した。 



Ⅳ．考察 

 

１．信頼性と妥当性 

 いずれの下位尺度においても信頼性係数は高く，内的整合性は十分であることが示された。一方，再

検査法による信頼性については未検討であり，経時的安定性という観点での信頼性については今後検討

していく必要がある。 

 本研究においては妥当性については未検討となっている。IE の黎明期ともいえる国内の現状において

は，IE の実践例は決して多いとはいえず，また，IE の実践に関連する信頼性・妥当性の高い尺度も他

には見当たらない。このような中，TEIP 日本語版の妥当性の検討はやや困難な課題の１つといえるが，

例えば，IE に関するモデル校として先進的な取組みを行っている学校の教員と通常の学校の教員とで

TEIP 日本語版の測定結果を比較するなどして，その妥当性を検討していくことが必要である。 

 

２．各尺度得点分布の正規性 

 各尺度得点分布について正規性の検定を行った結果，いずれの尺度においても正規分布とは言えない

結果となった。歪度および尖度についても同様の結果であった。実際に分布をみるといずれの尺度も分

析等に直ちに影響を与えるほどの正規分布からの逸脱があるとは考えにくい。しかし，本尺度の測定概

念およびその利用目的を踏まえれば理想的には尺度得点が正規分布となることが望まれる。この点を考

慮した改良が必要である。 

 

３．下位尺度間の関係 

 確証的因子分析の結果，３因子間相関モデルよりも２層の階層因子分析モデルの方が適合度が高かっ

た。これは，TEIP の因子構造を検討した Park et al. (2016)8)の結果と一致するものである。これによ

り，下位尺度間の関係としては，２層の階層因子分析モデルの方が適切に表現されていると考えられる。

また，２層の階層因子分析モデルにおいて，一般因子の負荷量は全て 0.1%水準で有意であったが，グ

ループ因子の負荷量の一部は５%水準で有意ではなかった。したがって，IE の実践に対する効力感を包

括的に測定することを目的として，全項目の合計得点を利用することは可能であると思われる。しかし，

下位尺度ごとの結果を解釈する場合には上記の結果について留意することが必要であろう。 

 IE は教育における世界的な潮流であり，それに関連して TEIP を利用した国際比較も実施されるよう

になってきている（例えば，Malinen, Savolainen, Engelbrecht, Xu, Nel, Nel, Tlale, 2013; Sharma & 

Sokal, 2015）5)10)。国内の状況を諸外国と国際比較するためには，基本的には原版の TEIP の下位尺度

構成をそのまま国内においても利用することが必要であろう。 

 しかし，国内における IE の実践に対する教員の効力感の実態を精緻に把握し，IE の実践の促進に役



立てていくためには，TEIP 日本語版の下位尺度については引き続き検討していくことが必要であると

考えられる。すなわち，原版と同様のものを想定することが国内においても妥当なのかどうかという点

も併せて検討していくいことが必要であると考えられる。 

 

４．本研究の限界と今後の課題 

 本調査における調査協力者の人数の内訳には校種による偏りがあった。高等学校教員に限って特別支

援教育コーディネーターが多いなど IE の実践に関連する専門性についても校種による偏りがあった。

本研究の結果にこれらのことが多少なりとも影響していることは否めない。 

 また，TEIP 日本語版には「暴れる」や「身体的に攻撃性のある」など，国内の一般的な教育環境で

は違和感を生じかねない表現が一部の項目に含まれている。これは，原版を忠実に訳出した結果ではあ

るが，国内の一般的な教育環境を考慮して，より適切な表現を検討していくことが望ましいだろう。 
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